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令和３年度長井市持続的発展支援事業補助金 募集要領 

【経営課題解決枠】 
 

 

コロナ禍において、事業の持続的発展を目的とした新たな事業計画を立案・実施する中小・小規模

事業者を支援します。 

 

１ 補助金の種類 

メニュー名 補助対象者・補助対象事業 補助率 
補助 

上限額 

経営課題解決枠 

①一般型 

専門家等の指導・助言をもとに新たな経営

計画を作成し事業を実施する市内中小・小

規模事業者 
補助対象

経費の 

2/3 以内 

40 万円 

②ブラッシュ

アップ型 

小規模事業者持続化補助金（一般型）に応

募し不採択となった事業（※）で、専門家

等の指導・助言をもとにブラッシュアップ

を図った上で事業を実施する市内事業者 

（※）令和元年度補正予算小規模事業者持続化補助金（一般型）の             

第 5 回（令和 3年 6月 4日締切）に申請したものに限る。 

 

２ 募集の対象となる事業者 

上記補助対象者のうち、下記の項目に該当するもの。 

（１） 外部専門家等の指導助言の下、新たな経営計画の立案にあたり、企業訪問、打合せ、会社の財務状況の情報

提供等、真摯に対応できるもの。 

（２） 次の欠格事項に該当しておらず、関係法令または公序良俗に反することなく、地域社会に寄与するものである   

こと。 

ア 国税または地方税の滞納があるもの。（ただし、課税庁が認めた納入計画を立てているものを除く） 

イ 暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるもの。 

ウ その業務に関し不正または不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相当の理由があるもの。 

 

３ 大まかな本補助事業の流れ 

① 申請        （対象事業者から所定の申請書類を長井商工会議所へ提出） 

② 書類審査     （複数の外部専門家等による書類審査） 

③ 交付決定     （予算の範囲内での補助対象事業者を決定、併せて外部専門家等を指定する）  

④ 事業実施     （外部専門家等の指導助言の下、新たな経営計画・事業計画の立案 ⇒ 事業実施） 

⑤ 実績報告・請求 （補助対象者から実績の報告、証拠書類等の提出） 

⑥ 補助金支払い  （長井商工会議所から補助金支払い（振込）） 

 

４ 補助対象期間、経費等 

 

●補助対象期間は、交付決定日 ～ 令和４年２月２８日（月）となります。
 

 

※本要領の無断での複製、複写、転載を禁じます 
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●外部専門家等の指導の下（経営課題解決枠に限る）、立案した経営計画に基づく事業に係る経費のうち、次の

（1）～（3）の条件を全て満たす経費が補助の対象となります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

≪対象経費の注意点≫ 

・ 本補助金の性質上、補助対象経費の決済方法は、「現金」または「振込」による支払いを原則とします。 

 

≪補助対象経費≫ 

経費区分 内   容 

機械装置等費 

事業の遂行に必要な機械装置等の購入に要する経費 

・ 本事業を実施するにあたって必要な機械装置等の購入に要する経費が補助対象となり

ます。通常の生産活動のための設備投資の費用、単なる取替え更新の機械装置等の

購入は補助対象となりません。 

・ 汎用性があり目的外使用になり得るものの購入費用は補助対象となりません。ただし、

情報化機器（例：パソコン・タブレット PC 及び周辺機器）及び自動車等車両（例：キッチ

ンカー、移動販売車両）については、申込書及び計画書に取組内容が記載されてお

り、条件（上記（1）～（3））を満たす場合にのみ、補助対象とする場合があります。 

・ 中古品の購入は、価格の妥当性を示すため、複数（２社以上）の中古品販売事業者か

らの見積（見積書、価格表等）を取得してください。 

広報費 

パンフレット・ポスター・チラシ等を作成するため、および広報媒体を活用するために支払わ

れる経費 

・ ウェブサイト作成や更新は補助対象となります。 

・ 切手、はがき等の郵券代、ノベルティグッズ等、換金や転売可能なものは、補助対象と

なりません。 

研修費 

社員の育成に係る研修費用（講師謝金・旅費、資料費、練習等に係る材料費等） 

・ 講師謝金、旅費は社外の講師に対してのみ補助対象とします。社員を講師とした場合

は、資料費、材料費のみ補助対象とします。 

展示会等出展費 

新商品等を展示会等に出展または商談会に参加するために要する経費 

・ 補助対象期間外に実施される展示会等の経費は補助対象となりません。 

・ 展示会出展の出展料等に加えて、関連する旅費（公共交通機関のみ）・運搬費（ガソリ

ン代除く）・通訳料・翻訳料も補助対象とします。 

外注費 

上記に該当しない経費であって、事業遂行に必要な業務の一部を第三者に外注（請負）す

るために支払われる経費 

・ 店舗の改装や給排水設備工事等が補助対象となります。 

・ 解体費用は本事業を遂行するにあたって必要と認められる場合のみ補助対象となりま

（1）使用目的が自社の主たる事業のうち、「コロナ禍において、事業の持続的発展のための経

費」であると明確に特定できる経費。 
 

(2) 補助対象期間内の対価の発生かつ支払が完了した経費。 
 

(3) 領収書等、証拠書類によって金額、購入した内容等が確認できるもの。 

（その他、支出内容によっては他に追加資料や説明を求めることがあります。） 

 
 

(4) 山形県内企業からの購入、山形県内企業への発注となるもの。（一部例外もあり） 
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す。 

・ 「不動産の取得」に該当する工事は補助対象となりません。「不動産の取得」に該当する

かどうかの判断は、固定資産税の課税客体である「家屋」の認定基準の考え方を準用し

ます。 

その他 その他、商工会議所会頭が必要と認める経費 

 

５ 募集期間・提出先 

以下、期限まで申請書等を提出いただきます。 
 

メニュー名 募集開始 募集締切 

一般型 令和３年５月２４日（月） ６月２１日（月） 17：00 必着 

ブラッシュアップ型 中小企業庁による採択結果発表日から、１週間以内 

●提出先・・・長井商工会議所 

 

６ 提出書類  
  

（１） 申請書 

長井商工会議所ホームページよりダウンロードし、ファイルに入力の上、印刷し提出ください。 

（http://www.nagai-cci.or.jp/） 

 

（２） 直近２か年の確定申告書及び決算書 

必要に応じて、会社案内、借入明細表、試算表など事業所の内容がわかるものを添付してください。 

 

（３） 交付決定後に提出が必要な書類（後日フォーマット等ご連絡いたします） 
 

① 外部専門家等の指導助言のもと作成した経営計画・事業計画 

② 事業実績報告書及び、領収書等の証拠書類、実績写真等 

③ その他商工会議所会頭が必要と認める書類 
 

７ 審査方法 

申請書をもとにした、複数名の審査委員による書類審査を行います。 

 

８ 採択の決定について 

・審査会による採択結果については、６月下旬に書面にて通知します。 

・採択結果を申請者に文書にて通知するとともに、採択者には担当外部専門家を指定します。 

 

９ 事業報告、補助金の支払について  

令和４年３月１５日までの間に「事業報告書」と証憑（領収書等の写し）等の提出が必要となります。 

補助金は、精算払い（後払い）となります。対象外経費があった場合など、交付決定金額を下回る場合があります。

（支払額の上限は交付決定金額です。） 

 

10 書類提出、お問い合わせ、相談先 

長井商工会議所 中小企業相談所（TEL 0238-84-5394） 

http://www.　　　　　　　　　　　　　　　　/

